
福島県 地域振興課
Tel: 024-521-8023（新規）起業型定住支援地域おこし協力隊等実践事業 40,000千円

事業の背景・課題・目的

◆被災12市町村では、震災後の人口減少が著しく、特に若い世代においては、避難先での生活再建が進むなど、
地域の担い手不足が深刻化。

◆避難地域では、地域コミュニティの再建途上にある中、外部人材が即座に起業することは困難であり、地域活動
を通し生活環境になじんでもらいながら起業する環境を整備することが必要。

被災地に若い世代を呼び込み、復興の加速と地
域の担い手育成を図るため、地域おこし協力隊制
度を活用し、地域資源等をいかした起業を希望する
若い世代の活動を支援することにより、起業・創業
による被災地域の活性化やまちづくり活動の促進な
ど地域課題の解決と人の還流につなげる。

・地域おこし協力隊 配置予定数 10名
【総事業費】40,000千円

事業概要

事業主体 役 割

福島県 委嘱（雇用関係なし）、予算計上（業務委託）、
全体調整、広報支援

市町村 委嘱（雇用関係なし）、住居等受入環境整備、
地域を含めた受入体制づくり

受託事業者 協力隊の募集・採用、研修・人材育成、
起業に向けた支援、県及び市町村との調整、
活動拠点の発掘・調整

活動拠点 協力隊の受入れ、起業に向けた活動協力、
メンター（育成・指導）

地域おこし協力隊 起業に向けた活動

◎このため、県として地域おこし協力隊制度を活用し、被災地の復興に向けた若手人材の確保を図り、
起業支援を通じた被災地の課題解決と若い世代の定着につなげる。

事業スキーム


